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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】通風遮蔽部材を備え且つ秤量対象物を自動的に
配置する電子秤の提供。
【解決手段】少なくとも１つの荷重用アクセス穴１４を
開閉する機能を果たす少なくとも１つの開閉部材１３，
２１３を含んでおり、秤量対象物の大きさに適合された
秤量室１５，１１５を包囲している通風遮蔽部材１６と
、開閉部材１３，２１３を作動させる機能を果たす駆動
機構とを含んでいる電子秤であり、前記駆動機構が、位
置設定部材１２，３３，２１２を更に含み、位置決め部
材１２，３３，２１２を備えた前記駆動機構と変位伝達
部材１８，３０とが、荷重担持部材３，２０３に対する
搬送装置６，２０６の持ち上げ及び下げ降ろし動作をも
たらし、前記位置設定部材１２，３３，２１２は、搬送
装置６，２０６及び／又は荷重担持部材３，２０３を幾
つかの規定された位置に設定する構造とされていること
を特徴とする電子秤。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
荷重担持部材（３，２０３）と、荷重担持部材（３，２０３）と協働する搬送装置（６，
２０６）と、秤量対象物の大きさに適合された秤量室（１５，１１５）を包囲している通
風遮蔽部材（１６）であって、少なくとも１つの荷重用アクセス穴（１４）を開閉する機
能を果たす少なくとも１つの開閉部材（１３，２１３）を含んでいる通風遮蔽部材（１６
）と、開閉部材（１３，２１３）を作動させる機能を果たす駆動機構とを含んでいる電子
秤であり、
　前記駆動機構が、位置設定部材（１２，３３，２１２）を更に含み且つ位置決め部材（
１２，３３，２１２）及び変位伝達部材（１８，３０）と共に、荷重担持部材（３，２０
３）に対する搬送装置（６，２０６）の持ち上げ及び下げ降ろし動作をもたらし、前記位
置設定部材（１２，３３，２１２）は、搬送装置（６，２０６）及び／又は荷重担持部材
（３，２０３）を幾つかの規定された位置に設定する構造とされていることを特徴とする
電子秤。
【請求項２】
請求項１に記載の電子秤であり、
　変位伝達部材（１８，３０）が搬送装置（６，２０６）に締結されていることを特徴と
する電子秤。
【請求項３】
請求項１に記載の電子秤であり、
　位置設定部材（１２，２１２）がカム板として構成されていることを特徴とする電子秤
。
【請求項４】
請求項１に記載の電子秤であり、
　位置設定部材（３３）が直線変位摺動部材として構成されていることを特徴とする電子
秤。
【請求項５】
　請求項１乃至４のうちのいずれか一項に記載の電子秤であり、
　位置設定部材（１２，３３，２１２）が変位伝達部材（１８，３０）のための案内経路
（１７，２９，３４）を含んでいることを特徴とする電子秤。
【請求項６】
　請求項１乃至５のうちのいずれか一項に記載の電子秤であり、
　荷重担持部材（３，２０３）が第一の荷重受け部材（４，１０４）を含んでおり、搬送
装置（６，２０６）が第二の荷重受け部材（７，２０７）を含んでおり、これらの荷重受
け部材（４，１０４，７，２０７）は、荷重担持部材（３，２０３）が搬送装置（６，２
０６）に対して移動するときに、第一の荷重受け部材（４，１０４）と第二の荷重受け部
材（７，２０７）とが、秤量荷重（５，１０５）を搬送するために、相互に接触すること
なく互いに交差するのを可能にする構造とされていることを特徴とする電子秤。
【請求項７】
　請求項１乃至６のうちのいずれか一項に記載の電子秤であり、
　秤量室（１５，１１５）が、ほぼ、三角形、矩形、多角形、円形又は楕円形の形状を有
していることを特徴とする電子秤。
【請求項８】
　請求項１乃至７のうちのいずれか一項に記載の電子秤であり、
　閉塞部材（１３，２１３，３１３，４１３）が、軸又は回転中心に対して旋回するか又
は摺動することができるように支持されていることを特徴とする電子秤。
【請求項９】
　請求項１乃至８のうちのいずれか一項に記載の電子秤であり、
　マイクログラム範囲及び／又はマイクログラム未満の範囲の荷重を秤量できる構造とさ
れていることを特徴とする電子秤。
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【請求項１０】
　請求項１乃至８のうちのいずれか一項に記載の電子秤であり、
　秤量室（５１５）が挿入部材（５０）を含んでおり、秤量室（５１５）の荷重用アクセ
ス穴（１４）が閉塞部材（５１３）によって閉塞することができ、秤量過程中に、第一の
荷重受け部材（４）及び第二の荷重受け部材（７）が、秤量室（５１５）特に挿入部材（
５０）内に配置され、挿入部材（５０）及び／又は閉塞部材（５１３）が手動によって又
は自動化されたモードで交換できることを特徴とする電子秤。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の電子秤であり、
　閉塞部材（５１３）が少なくとも１つの結合部品（５２，５２’）を含んでおり、当該
電子秤は、少なくとも１つの結合部品（５２，５２’）を収容するための少なくとも１つ
の凹部（５３，５３’）を含んでいることを特徴とする電子秤。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の電子秤であり、
　結合部品（５２，５２’）が、凹部（５３，５３’）内に、ラッチ部材（５４）によっ
て固定することができることを特徴とする電子秤。
【請求項１３】
　請求項１０乃至１２のうちのいずれか一項に記載の電子秤であり、
　秤量室（５１５）が、挿入部材（５０）を挿入し又は取り外す機能を果たす少なくとも
１つの切り込み領域（５１）を含んでいることを特徴とする電子秤。
【請求項１４】
　特別な秤量対象物に適合された秤量室（１５，１１５）を包囲し且つ閉塞部材（１３，
２１３）によって閉塞できる少なくとも１つの荷重用アクセス穴を含む通風遮蔽部材（１
６）を備え、更に、閉塞部材（１３，２１３）を作動させる駆動機構をも備え、荷重担持
部材（３，２０３）と協働し且つ変位伝達部材（１８，３０）を介して位置設定部材（１
２，３３，２１２）とも協働する搬送装置（２，２０６）をも更に備えた電子秤上に、秤
量対象物を配置する方法であり、
　ａ．閉塞部材（１３，２１３）を作動させることにより荷重用アクセス穴（１４）を開
き、これと同時に、荷重担持部材（１３，２０３）と搬送装置（６，２０６）とを、前記
駆動機構によって相対的に動かすことによって、荷重担持部材（１３，２０３）と搬送装
置（６，２０６）との間に第一の位置を設定するステップと、
　ｂ．荷重（５，１０５）を搬送装置（６，２０６）上に配置するステップと、
　ｃ．荷重用アクセス穴（１４）を閉じ、これと同時に、荷重担持部材（３，２０３）と
搬送装置（６，２０６）とを相対的に動かすことによって、これらの荷重担持部材（３，
２０３）と搬送装置（６，２０６）との間に第二の位置を設定するステップと、
　ｄ．前記電子秤のゼロ点調整を行うステップと、
　ｅ．荷重担持部材（３，２０３）と搬送装置（６，２０６）とを相対的に第三の位置へ
と移動させることによって、荷重を、搬送装置（６，２０６）の荷重受け部材（７，２０
７）から荷重担持部材（３，２０３）の荷重受け部材（４，１０４）へと移すステップと
、
　ｆ．荷重（５，１０５）を秤量するステップと、
　ｇ．搬送装置（６，２０６）と荷重担持部材（３，２０３）とを相対的に第二の位置へ
と動かすことにより、荷重（５，１０５）を、荷重担持部材（３，２０３）から搬送装置
（６，２０６）へと移すステップと、
　ｈ．荷重用アクセス穴（１４）を開き、これと同時に、荷重担持部材（３，２０３）と
搬送装置（６，２０６）とを相対的に動かすことによって、これら荷重担持部材（３，２
０３）と搬送装置（６，２０６）との間に第一の位置を設定するステップと、
　ｉ．荷重（５，１０５）を搬送装置（６，２０６）から取り外すステップと、を含み、
　閉塞部材（１３，２１３）の作動並びに荷重担持部材（３，２０３）と搬送装置（６，
２０６）との間の少なくとも第一、第二及び第三の位置の設定が、駆動機構、位置設定部
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材（１２，３３，２１２）及び変位伝達部材（１８，３０）の協働によってもたらされる
ようになされている方法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の方法であり、
　所定数の繰り返しの秤量が完了するまで、前記ステップｄ乃至ｇを繰り返すことを特徴
とする方法。
【請求項１６】
　請求項１４又は１５に記載の方法であり、
　秤のゼロ設定前及び／又は後に、正しく機能するための秤の校正を確認し且つ／又は秤
量パラメータを確認し且つ／又は調整することを特徴とする方法。
【請求項１７】
　請求項１４乃至１６のうちのいずれか一項に記載の方法であり、
　搬送装置（６，２０６）上への荷重（５，１０５）の配置及び／又は取り外しが自動化
された方法で行われることを特徴とする方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通風遮蔽部材を備えた電子秤に関し、更に特定すると、秤の荷重担持部材上
に秤量対象物を配置するための自動化された装置に関し且つ閉塞部材によって閉塞するこ
とができる挿入部材及び荷重用アクセス穴を含んでいる電子秤の秤量室にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　通風遮蔽部材は特に、例えば、マイクログラム範囲又は更にマイクログラム未満の範囲
の最も微少な荷重を秤量するように設計されている秤において重要な部材である。なぜな
らば、これらの荷重範囲においては、例えば、空気の流れ、浮力又は温度変化及び／又は
衝撃による最も小さな変動が、秤量結果に重大な影響を有し得るからである。これらの影
響を最少にするためには、通常、秤量対象物が秤上に配置された後に、ある時間遅れによ
って実際の秤量が行われ、秤量室内に封入された空気が主として静止していること及び全
ての他の外部パラメータが出来るだけ一定であることが確保できるようにすることが必要
である。このことにより、測定精度は改良されるが測定時間間隔は著しく延ばされ、その
結果、特に同じ種類の秤量荷重又は秤量対象物の多数測定又は確認測定が過度に長い時間
を要することになる。
【０００３】
　更に、荷重担持部材が秤量機構に結合されており、秤量機構は、過度に強い及び／又は
制御されない力がかかることによって損傷を受けるか破壊されさえもするので、秤量対象
物が秤上に配置されたときに如何なる付加的な圧力又は力も荷重担持部材にかからないよ
うにするために、秤量対象物が秤上に配置されるときに注意が払われるべきである。なぜ
ならば、適用されるか又は発生される機械的な力は、荷重が荷重担持部材上に配置される
度に異なるので、例えば、荷重がピンセットによって高精度の秤上に手動で配置される場
合には、測定の繰り返し精度が影響され得るからである。
【０００４】
　当該技術において公知の電子秤、例えば、研究室用秤、分析用秤又は微小天秤には、ほ
ぼ角度が付けられると共に丸い形状の適用領域に応じた異なる形態を有し且つ通常は荷重
が秤上に載置されるときに通り且つ殆どの場合に閉塞される少なくとも１つのアクセス穴
を有している通風遮蔽部材が備えられている。
【０００５】
　とりわけ、高精度の秤、いわゆる微小天秤のための一つの用途は、例えば、血管手術用
途のためのステントのような小さなチューブ又はロッド形状の秤量対象物を重量選別する
用途である。この種の用途においては、できるだけ多くの同じタイプの対象物が可能な最
も短い時間で１つずつ秤量される必要がある。他の用途としては、例えば、品質保証にお
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いて、ある時間に亘ってある種の対象物の重量選別又は１以上の秤量対象物の荷重の変動
の監視もあり得る。
【特許文献１】無し
【非特許文献１】無し
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　高精度の秤は、最早、研究室で独占的に使用されるものではなく、ステント、フィルタ
、インプラント、コンピュータチップ等のような極めて小さい物品の連続的な生産におい
てもまた益々使用されている。特に、製造においては、秤は、一方では必要とされる測定
精度を保証し且つ再現可能な結果を迅速に伝えるという要件を満たさなければならず、他
方では頑丈で且つ動作が簡単でなければならない。秤の設計及び特に秤量対象物と接触状
態とされ得る部品に課される要件は、特に、例えば、薬剤、生化学又は製薬のような厳し
い法律上の制約を受ける適用領域においては常により厳格となりつつある。これらの要件
のうちの一つは、例えば、秤量対象物と接触状態となる秤の部品、特に、秤量室が清掃し
易いことである。
【０００７】
　秤量室又は秤量室の内部をも開閉する機能を果たす開閉部材は、例えば、秤量対象物が
荷重受け取り装置から落ちるとき又は秤量室内へ入れられる過程において閉塞部材と接触
状態となる場合に、秤量対象物と接触状態となることが起こり得る。
【０００８】
　従って、これらの部品もまた物理的及び／又は化学的方法によって残留物を容易に清掃
し且つ片付けるばかりでなく、必要ならば殺菌して、これらの部品が手術の適用分野にお
いて少なくとも清浄度及び／又は衛生度のための法律要件を満たすようにするのが有利で
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明によれば、電子秤は、秤上に秤量荷重を配置するときに秤量機構の付加的な保護
のために秤のユーザーの使用し易さを増すためだけでなく、特に、同種類の多数の秤量対
象物を測定するか若しくは同じ対象物を多数回秤量するときに、測定時間を短くし且つ測
定の再現性及び繰り返し性を改良するために、電子秤、特に微小天秤には、秤量対象物の
寸法に適合する設計とされた秤量室を包囲し且つ秤量荷重を装入したり取り出したりする
ための少なくとも１つのアクセス穴を開き且つ／又は閉じるように機能する少なくとも１
つの閉塞部材を含んでいる通風遮蔽部材を備えることができる。本発明による秤は更に、
荷重担持部材、当該荷重担持部材と協働する搬送装置、及び閉塞部材を作動させるための
駆動機構を含んでいる。当該駆動機構は更に、位置設定部材を含んでおり且つ当該位置設
定部材及び搬送装置内に配置されるのが好ましい変位伝達部材を介して作用することによ
って、荷重担持部材に対する搬送装置の垂直方向の動きをもたらす。位置設定部材は、搬
送装置及び／又は荷重担持部材を、幾つかの規定された位置に位置決めする機能によって
設計されている。
【００１０】
　秤量室及び通風遮蔽部材の寸法は、秤量室の全体積が秤量対象物が占める体積よりも若
干大きいだけであるような形態で秤量されるべきである対象物に適合される。秤量対象物
に応じて、秤量室の形状は、基本的には、多角形好ましくは矩形又はほぼ丸く若しくは楕
円形ともすることができる。これによってまた、秤量室内に含まれる空気の体積の減少が
もたらされ、結果として、とりわけ、大気圧、大気乱流及び大気水分を含む外部パラメー
タに対する時間が一定レベルに落ち着くように減じられる。秤量室を秤量対象物の大きさ
に適合させるという概念は、再現性を改良し且つ同じ対象物の複数回の秤量又は同じ種類
の多数の対象物の秤量に対する測定時間を短くする手段として特に有利である。
【００１１】
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　秤量機構を保護すると共に秤量対象物を荷重担持部材上に装荷するか又は対象物を荷重
担持部材から持ち上げるための制御された動きを確保するために、秤は、荷重担持部材に
対して可動であり且つ秤量荷重を荷重担持部材とやりとりすることが可能でありながら、
荷重担持部材との直接的な力伝達接触を有しない搬送装置を含んでいる。
【００１２】
　荷重担持部材に対する搬送装置の動きばかりでなく荷重を装入し或いは取り出すための
アクセス穴の制御された開放及び／又は閉塞は起動機構によって駆動され、搬送装置の動
き及び閉塞部材の開放及び／又は閉塞は相互に結合されている。
【００１３】
　秤量荷重のためのアクセス穴には、開き且つ／又は閉じることができる適切な閉塞部材
を装備することができる。閉塞部材は、例えば、軸若しくは点を中心に旋回するように拘
束することができ又は摺動するようにガイドすることができる。特に、点を中心とする摺
動拘束又は旋回運動は有利である。なぜならば、例えば、ヒンジ結合されたゲートを閉じ
るときに惹き起こされ且つ秤量対象物に影響を及ぼし得る種類の空気の一吹きが著しく避
けられる。閉塞部材の動きは、荷重担持部材に対する搬送装置の動きに結合され、秤量室
が秤量対象物を室内へ又は室外へ動かすときにのみ開くのを確保している。
【００１４】
　位置設定部材の設計に基づいて、搬送装置は、荷重担持部材に対して規定された異なる
位置、特に、３つの位置に設定することができる。位置設定部材の可能な形状としては、
異なる種類のカム板、偏心器のみならず直線摺動部材がある。
【００１５】
　位置設定部材の形状に応じて、変位伝達部材は、位置設定部材の動きを荷重担持部材に
関する搬送装置の直線垂直動作に変換する機能を果たす。変位伝達部材は、搬送装置に結
合されるか搬送装置上に配置されるのが好ましい。
【００１６】
　測定中及び荷重担持部材に装荷されつつある間にも、秤量室、特に、秤量対象物を装荷
するためのアクセス穴は、閉じられているべきである。計量対象物の他に、搬送装置の少
なくとも一部分のみならず荷重担持部材の一部分が、測定中に秤量室の内側に配置される
であろう。
【００１７】
　荷重担持部材は第一の荷重受け部材を含んでおり、搬送装置は第二の荷重受け部材を含
んでいる。荷重受け部材は、荷重担持部材が搬送装置に対して動くと、秤量されるべき荷
重を搬送している間に２つの荷重受け部材間の相互接触無しで一つの荷重受け部材が他の
荷重受け部材内及び荷重受け部材の中を動くような構造とされている。
【００１８】
　好ましい実施形態においては、第一及び第二の荷重受け部材が相対的に通過することが
でき又はより特別には相対的に通過できるような形態で配置されたフォーク又は尖った歯
の形状の突出部を有している。秤量対象物が２つの荷重受け部材のうちの一つの上に配置
されるとすぐに、各々、一方の荷重受け部材は他方の荷重受け部材の中を移動するか又は
他方の荷重受け部材内を突き抜けて対象物を掴み上げるので、当該秤量対象物を、一方の
荷重受け部材から他方の荷重受け部材へと運ぶことができる。更に、荷重受け部材の実施
形態は、とりわけ、針又はピン状の着座部材を備えた板状構造を含むことができ且つ／又
はこれらもまた当該技術の解決方法に基づくこともできる。
【００１９】
　特定の種類の秤量対象物に適合されている荷重担持部材に対する対象物のみならず秤量
室の装荷及び／又は取り出しの自動化モードは、マイクログラム又はマイクログラム未満
の範囲の物品の秤量にとって特に有利であり、従って、当該自動化モードは、それ自体が
所謂微小天秤に装備されることを示唆されている。
【００２０】
　公知の微小天秤、例えば、Ｍｅｔｔｌｅｒ－ＴｏｌｅｄｏのＵＸ２モデルには、部分的
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に、交換可能な通風遮蔽部材が備えられている。結局、本発明に従って、現存の秤との組
み合わせが簡単であり且つ標準的な通風遮蔽部材と置換することができる通風遮蔽部材を
形成することは、秤を使用する際にユーザーに高度の自由度を付与するので有利である。
【００２１】
　電子秤は更に、閉塞部材によって閉止することができる挿入部材及び装荷用アクセス穴
を備えた秤量室を含むことができる。秤量がなされる間、すなわち、秤量過程中に、第一
の荷重受け部材と第二の荷重受け部材とは、秤量室内、特に、挿入部材内に配置される。
挿入部材及び／又は閉塞部材は、手動により又は自動化モードで交換することができる。
【００２２】
　従って、秤量対象物と接触状態となる秤の部品の所望の容易な洗浄は、これらの部品が
取り出し及び取り付けするのが容易且つ問題がなく、測定結果の質に妥協することなく且
つ個々の部品又は秤量機構に影響を及ぼすか又は損傷を与えることなく交換を行うことも
勿論可能であるべきである。適用分野及び秤の感度に応じて、秤量対象物が恐らく接触状
態となり得る部品の交換が手動によってなすことができ且つ／又は自動的になすことがで
きる場合には有利である。
【００２３】
　当該閉塞部材は、閉塞部材を秤及び特に通風遮蔽部材に結合する機能を果たす少なくと
も１つの結合部品を含んでいる。結合部品に相当するものとして、当該秤は、結合部品を
収容するように設計された少なくとも１つの凹部を含んでいる。当該秤は、２つの結合部
品を収容するために２つの凹部を含んでいるのが好ましい。例えば、秤のハウジング又は
通風遮蔽部材上に１以上の凹部を配置することができる。結合部品は、ラッチ装置によっ
て、前記少なくとも１つの凹部内に固定して、閉塞部材が秤に対する解除可能な結合部を
含むようにすることができる。
【００２４】
　閉塞部材の交換に関して、特にユーザーが使い易い種類の閉塞部材は、特に、閉塞部材
が固定され又は取り外され且つ再設置できるように前記凹部を開くか又は閉じることがで
きる回転可能に結合される棒又はラッチ部材を備えたラッチ装置と組み合わせられた２つ
の結合部品を含んでいる。
【００２５】
　単一の例えばロッド形状の結合部材を備えた閉塞部材を、摺動部材として形成されたラ
ッチ部材によって固定することができ、この場合には、好ましくは摺動部材の動く方向は
、結合部材の長手軸線に直角であるべきである。
【００２６】
　挿入部材の簡単な挿入又は取り外しのためには、秤量室は、秤量室の壁とピンセット又
は自動化されたグリッパ部材のような把持部材との間に隙間が残され、その隙間において
、ピンセット又は自動化されたグリッパ部材のような把持部材が挿入部材上に保持し且つ
それを秤量室から取り出したり秤量室内に挿入して設置したりする形態で秤量室内に配置
されている少なくとも１つの切り返し領域を有することができる。
【００２７】
　更に別の実施形態は、挿入部材内又は挿入部材上に配置される把持部材を含むことがで
きる。当該把持部材の形状は、交換のために使用することを意図されている器具、例えば
、フック又はピンセットによって把持することができる鳩目形状に適合させることができ
る。更に別の実施形態は、例えば、磁気グリップ又は特別な形状の鳩目若しくはフックを
含むことができる。
【００２８】
　挿入部材及び／又は閉塞部材は、容易に清掃でき且つ化学物質に対して耐性を有する材
料によって作られるのが好ましい。適用領域に応じて、これらには更に、表面コーティン
グを設けることができる。適切な材料としては、ハイグレードのステンレス鋼、貴金属、
アルミニウム、チタン又はこれらの金属の組み合わせがある。
【００２９】
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　荷重受け部材、閉塞部材及び挿入部材は、それらの設計により、交換及び洗浄が容易で
あり、このことは、医療、医薬品及び生化学用途に対して特に興味深い。実際の状況に応
じて、ユーザーは、例えば、各測定後又は所定の時間間隔で、部品を交換することができ
る。
【００３０】
　秤量対象物に適合されている秤量室を包囲し且つ荷重のための少なくとも１つの閉塞可
能なアクセス穴を含んでいる通風遮蔽部材を備え、閉塞部材を作動させ且つ位置設定部材
を更に含んでいる駆動機構を備え、荷重担持部材と協働すると共に、変位伝達部材を介し
て位置設定部材と協働する伝達部材を備えた電子秤の荷重担持部材の好ましくは自動化さ
れた装荷は、幾つかのステップを含むことができる。
【００３１】
　最初に、荷重のためのアクセス穴が閉塞部材を作動させることによって開かれ、一方、
これと同時に、荷重担持部材と搬送装置との間に、これらの間の相対的な動きによって第
一の位置が設定される。この第一の位置においては、秤量されるべき対象物が、搬送装置
上に又はより特別には搬送装置に結合された荷重受け部材上に設置することができる。
【００３２】
　次に、荷重用アクセス穴が閉じられ、これと同時に、第二の位置及びゼロ位置が、荷重
担持部材と搬送装置との間にこれらの相対的な動きによって設定される。この位置におい
ては、秤内でゼロ調整ステップが行われるか又はゼロ基準値が秤に入力される。ゼロ設定
の前及び／又は後に、秤の適正な機能及び秤量パラメータの評価を行うことができる。こ
の評価には、例えば、組み込まれた校正用錘による秤の校正、容器重量の差し引き、調整
、大気圧試験又は秤量室内の他のパラメータ及び／又はユーザーによる種々のパラメータ
の設定が含まれる。
【００３３】
　この試験が終了した後に、秤量対象物は、搬送装置に向かう荷重担持部材の更なる相対
的な移動によって、搬送装置から荷重担持部材へ移すことができる。このステップにおい
て、荷重受け部材は、相互に接触せずに通過して対象物の重量が測定される。荷重担持部
材と搬送装置とは、この時点で第三の位置すなわち秤量位置にある。
【００３４】
　測定が完了した後に、秤量対象物は、搬送装置へと搬送されて戻され、荷重担持部材の
搬送装置に対する逆順序の動きをたどる。
【００３５】
　秤量パラメータの点検、荷重担持部材上への秤量対象物の装荷、秤量対象物の秤量のみ
ならず持ち上げは、指示された数の秤量が行われるまで繰り返すことができる。続いて、
荷重用のアクセス穴が再び開かれ、荷重担持部材と搬送装置との間の第一の位置がこれら
の２つの部材の相対的な変位によって設定され、秤量対象物が搬送装置から取り外される
。搬送装置上への秤量対象物の配置及び／又は秤量対象物の搬送装置からの取り外しは、
手動によるばかりでなく、例えば、適当なロボット又は別の公知の装置によって自動化モ
ードで行うこともできる。
【００３６】
　閉塞部材による荷重用アクセス穴の開放及び閉塞は、位置設定部材及び変位伝達部材と
協働して荷重担持部材と搬送装置との間の少なくとも第一、第二及び第三の位置の設定を
もたらす駆動機構によって、直接的に且つ／又は間接的に作動せしめられる。閉塞部材と
位置設定部材との設計に応じて、位置設定部材と閉塞部材とに対する調整制御下で種々の
駆動機構を使用することもできる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３７】
　以下、通風遮蔽部材を備えた電子秤の種々の実施形態を、図面を参照して説明する。図
面の各図においては、同一の部材に対して同じ参照符号が使用されている。
【００３８】
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　図１は、電子秤１の一部分を断面図で示している。秤１は、とりわけ、荷重担持部材３
に結合されている秤量機構を含んでいるハウジング２を備えている。荷重担持部材３は、
その自由端に、秤量対象物５のための第一の荷重受け部材４を備えている。秤１のハウジ
ング２は、円形断面の筒形状を有している位置設定部材１２が配置されている突出してい
る床部材３１と、中心に配置された荷重担持部材３のための通路と、カム板として形成さ
れた端縁１７とを備えている基部プレートとを有している。位置設定部材１２は、床部材
３１内に配置された歯車機構と、ハウジング２内に配置されたモーターとを更に含んでい
る駆動機構の一部分の役目を果たしている。当該位置設定部材は、床部材３１上で回転す
る機能を有するように再配置されている。
【００３９】
　汚れに対する保護措置として、位置設定部材１２は、床部材３１と通風遮蔽部材１６と
の間に締結されている壁部材２８によって遮蔽されている。
【００４０】
　円筒形の位置決め部材１２の内側には、支持構造が配置されている（図５参照）。この
支持構造は、荷重担持部材３用の通路を備えた床プレート２３を含んでいる。床プレート
２３には、２つの隔置されたガイドロッド１９が取り付けられており、ガイドロッド１９
の自由端は、通常は、位置決め部材１２の端縁１７の上方に達している。ガイドロッド１
９は、搬送装置６のための垂直方向ガイドとして機能する。
【００４１】
　床プレート２３上には、更に別の壁部材１１が配置されており、当該壁部材は、通風遮
蔽部材１６のための付加的な支持部材として機能する。壁部材１１は、ハウジング２に対
向している切り込みを備えたほぼ筒形状をしており、内部にガイドロッド１９が配置され
ており、位置決め部材１２が壁部材１１に沿って動かされる。
【００４２】
　搬送装置６は、ガイドロッド１９同士の間に配置されたガイドブロック２０、水平支持
部材９及び当該水平支持部材９に結合された垂直支持部材８によって構成されている。垂
直支持部材８の自由端は、秤量対象物５のための第二の荷重受け部材７を担持している。
【００４３】
　ガイドブロック２０の２つの対向する側部の各々の上には、ローラーとピンの形態のガ
イド手段が配置されており、これらの間には、ガイドロッド１９が延びている。滑動手段
２１は、搬送装置のガイドロッド１９に沿った極めて摩擦の少ない垂直方向の動きを可能
にしている。
【００４４】
　更に、変位伝達部材１８がガイドブロック２０に取り付けられている。この実施形態に
おける変位伝達部材１８は、位置設定部材１２が搬送装置６を通り過ぎたときに位置設定
部材１２の端縁に沿って回転するローラーホイールである。
【００４５】
　壁部材１１，２８の上方には、秤量室１５を包囲している通風遮蔽部材１６が伸長して
いる。秤量室１５の床は、荷重担持部材３のみならず搬送装置６の垂直支持部材８のため
の少なくとも１つの通路を有している。秤量室１５は更に、ヒンジ結合されたカバーの形
態の可動の閉塞部材１３によって閉塞することができる荷重アクセス穴１４を有している
。閉塞部材１３は、ハウジング２の近くの側において軸を中心に上下に旋回又は傾けるこ
とができる。
【００４６】
　図１は、第一の位置すなわち荷重担持部材３と搬送装置６との間の装荷位置であり、荷
重受け部材４と７とが相対的に最大垂直方向距離にあり、位置設定部材１２が変位伝達部
材１８が端縁１７の一部分内でその最も高い垂直方向高さを有している部分に配置される
ように配向されている第一の位置を示している。
【００４７】
　この位置においては、秤量室１５が開放されており、秤量対象物５は、付加的な力を荷
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重担持部材３内に導入させることなく搬送装置６の荷重受け部材７に載置し又は荷重受け
部材７から取り外すことができる。閉塞部材１３は、水平支持部材９に締結されているロ
ッド１０によって上方へ開かれ且つ開放状態に保持される。駆動機構は、搬送装置６の垂
直方向の動きばかりでなくロッド１０の垂直方向の動きをも生じさせて、ロッドが荷重方
向と反対方向に動くとき、ロッドが閉塞部材１３に抗して下方へ押され、それによって、
閉塞部材１３すなわち荷重用のアクセス穴が上方へ開かれる。閉塞部材１３に対する荷重
方向と反対方向に作用する力が除去されると、荷重用のアクセス穴が再び閉じられる。
【００４８】
　図２は、図１の一部分を示しており、荷重担持部材３の荷重受け部材４及び７と搬送装
置６との間の第二の位置すなわちゼロ位置を示している。秤量室１５は、閉塞部材１３に
よって閉止される。
【００４９】
　第一の位置から第二の位置への変更は、搬送装置６に沿った位置設定部材１２の回転運
動によってもたらされる。位置設定部材１２は、回転されて搬送装置６及びガイドロッド
１９を素通りする。この動きにおいて、変位伝達部材１８は端縁１７のカーブした輪郭に
従い、それによって、搬送装置６が荷重方向に下げられ且つ荷重担持部材３に近づく。位
置設定部材１２は、変位伝達部材１８を流体のような且つ実質的に揺れのない動きをする
ようにガイドして、搬送装置６の流体のような実質的に揺れのない垂直方向の動きをもた
らすような構造とされている。搬送装置６の垂直方向の動きは同時にロッド１０の垂直方
向の動きを生じさせるので、第一の位置から第二の位置への移動中に、同時に、秤量室１
５が閉塞部材１３によって閉止される。搬送装置６とロッド１０とが荷重方向へ下げられ
ると、閉塞部材１３とロッド１０との間の接触は解放され、秤量室１５は閉塞部材１３に
よって閉じられる。
【００５０】
　図２に示されている第二の位置においては、搬送装置６は荷重方向に下げられる。秤量
室１５内には、２つの荷重受け部材４，７と共に秤量対象物５が配置されている。秤量対
象物５は、搬送装置６の荷重受け部材７上に完全に載置されている。この位置においてゼ
ロ調整動作が行われ、更に、秤及び秤量パラメータの適正な機能の評価を行うことができ
る。
【００５１】
　図３は、第三の位置すなわち秤量位置を示している。秤量室１５は依然として閉止され
ている。位置設定部材１２は、更にある量だけ動かされて、変位伝達部材１８と搬送装置
６とが、荷重担持部材に対して最大可能な量だけ下げられている。搬送装置６の荷重受け
部材７は、下方へ動かされ、２つの荷重受け部材が相互に接触することなく荷重担持部材
３の荷重受け部材４を通り過ぎ、それによって、秤量対象物５は、荷重担持部材３の荷重
受け部材４へと移され、秤量対象物５の重さが判定できる。
【００５２】
　図１乃至３に示されている３つの位置は、荷重受け部材４と７との間の異なる距離によ
って及び秤量室１５が開かれているか閉じられているかという事実によっても相互に区別
される。秤量室の開放及び／又は閉塞のみならず荷重受け部材４，７の相対的な距離は、
位置設定部材１２の回転運動によって制御される。位置設定部材１２は、実質的には、カ
ーブした遷移部分によって頂部が斜角によって切り取られている筒形状を有しており、前
記カーブした遷移部分上で、変位伝達部材１８がガイドされ、駆動機構によってもたらさ
れる位置設定部材１２の回転運動が搬送装置６のみならずロッド１０の直線垂直運動に変
換される。
【００５３】
　秤量室１５のみならず荷重受け部材４及び７は、秤量対象物５の大きさに適合されて、
秤、特に、秤量室１５が可能な最も短い時間で外界環境に対して順応することができる。
【００５４】
　図１乃至３の文脈において既に説明した種々の位置、すなわち、荷重担持部材に結合さ
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れている荷重受け部材４と搬送装置に結合されている荷重受け部材７とが、搬送装置の動
きを介して荷重担持部材に対して位置決めすることができる種々の位置が図４において極
めて概略的に示されている。
【００５５】
　図４のＡは、第一の位置を示しており、この位置においては、２つの荷重受け部材４，
７が相対的に最大距離に位置しており、閉塞部材１３が開放されていて、秤量対象物５を
荷重受け部材７上に配置することができる。
【００５６】
　図４のＢは第二の位置を示しており、この位置においては、荷重受け部材４，７間の垂
直方向の距離が荷重担持部材に対する搬送装置の動きによって短くなっており、これと同
時に、秤量室５が、閉塞部材１３によって閉じられている。この位置においては、秤の荷
重がない状態で秤のゼロ設定を行うことが可能である。
【００５７】
　図４のＣは、第三の位置すなわち秤量位置を示しており、この位置では、２つの荷重受
け部材が互いの中を通過し、それによって、秤量対象物５が、荷重受け部材７から荷重受
け部材４へ移されている。第二の位置と第三の位置との間の相違は、閉じられた秤量室１
５による。
【００５８】
　原理的には、荷重担持部材のみを動かすか又は搬送装置のみを動かすか又は荷重担持部
材だけでなく搬送装置をも動かすことも可能であり、搬送装置のガイドされた垂直方向の
動きが好ましい可能状態である。
【００５９】
　図１乃至３に示されている秤は、小さな秤量対象物用に設計されている通風遮蔽部材１
６を備えている。図５は、大きな秤量室１１５を備えている更に別の通風遮蔽部材を示し
ている。ここに示されている通風遮蔽部材は、秤量室部品３６が挿入され、秤量室１１５
を規定し、閉塞部材１１３によって閉塞することができる保持構造３７を備えている。当
該秤は更に、秤量対象物の大きさに適合せしめられた荷重受け部材１０４，１０７を更に
備えている。
【００６０】
　より大きな物品１０５を秤量する必要がある場合には、図５に示されているような交換
可能な秤量室部品３６及び保持構造３７を備えた２部分からなる通風遮蔽部材を使用する
ことが示唆される。秤量室部品３６は、箱形状をしており且つ可動の閉塞部材１１３によ
って閉塞することができる。荷重受け部材１０４，１０７は、同様に、秤量する必要があ
る対象物１０５の大きさに適合するようにすることができる。この実施形態は、特に、種
々の長さの対象物の計量に好適である。なぜならば、秤量されるべき対象物に応じて、秤
量室部品３６のみならず荷重受け部材１０４，１０７は、長さが適合する部品と交換する
ことができるからである。広い形状又は異なる形状の対象物の秤量のためには、通風遮蔽
部材、特に、保持構造３７、秤量室部コーン３６のみならず閉塞部材１１３を、必要なら
ば交換することができる。
【００６１】
　図面に示されているほぼ矩形の秤量室に加えて、秤量室のみならず荷重受け部材を任意
の種類の秤量対象物に適合させることも可能である。秤量室は、例えば、ほぼ三角形、正
方形、多角形、円及び／又は楕円形状で構成することができ、公知の技術状況の多くの異
なる荷重受け部材を含む種々の荷重受け部材を使用することが可能である。
【００６２】
　図６は、代替的な変位伝達部材３０及び代替的な位置設定部材２１２を備えた更に別の
実施形態の一部を分解図で示している。図示された実施形態は、図１乃至５に示されてい
る設計態様と組み合わせることができる。支持構造３８、ハウジング２のみならず床部材
３１は、図１に示された実施形態とほぼ類似している。
【００６３】
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　荷重担持部材３は、床部材３１から上昇し、組み立てられた状態で、位置設定部材２１
２のみならず支持構造３８の床プレート２３を通過し且つ荷重受け部材２０４に結合され
る。従って、両方の床プレート３２，２３は、それらの中心に通過穴を有している。支持
構造３８は、位置設定部材が支持構造及び床部材３１とは独立して動かすことができるよ
うな形態で、荷重担持部材３用のガイドスリーブ３５によって結合されている。
【００６４】
　位置設定部材２１２の床プレート３２は、回転可能に拘束され且つ駆動機構と協働する
。適切な駆動源は、例えば、ハウジング内に配置され且つ１以上の駆動ホイール又は歯車
によって位置設定部材２１２に結合されているモーターである。駆動ホイールは、例えば
、床部材３１内に配置され且つハウジング２内に収容されている駆動モーターに結合され
ている。この駆動源は、特にその機構部分に、丸い通風遮蔽部材を備えた微小天秤に対し
て使用される公知の駆動機構とほぼ類似している。
【００６５】
　２つのガイドロッド１９は、床プレート２３上で互いにある距離を隔てて締結されてい
る。ガイドロッド１９同士の間には、搬送装置２０６の一部を示している垂直方向に可動
のガイドブロック２２０が配置されている。ガイドブロック２２０には、協働するローラ
ー及びピンの形態の滑動手段２１が設けられており、このローラー及びピンは、２つのロ
ッド１９に対向しているガイドブロックの両側面に配置されており且つガイドブロック２
２０及び搬送ユニット２０６の垂直方向の動きをガイドする。更に、ガイドブロック２２
０には、位置設定部材２１２上の溝と相互作用することができる外方を向いた変位伝達部
材３０と、内側を向いた水平支持部材２０９とが取り付けられており、水平支持部材２０
９には、荷重受け部材２０７のための垂直支持部材２０８のみならず閉塞部材２１３を作
動させるように機能するロッド２１０が締結されている。
【００６６】
　床プレート３２には、波状の自由端縁を有するほぼ回転対称の筒状部分である位置設定
部材２１２が取り付けられている。この図は、主として荷重方向における垂直高さが異な
る位置設定部材の３つの異なる区分Ａ，Ｂ，Ｃの明確な図を提供している。
【００６７】
　この例における位置設定部材２１２は、端縁に対して平行に延びている溝２９を備えて
おり、ピン形状の変位伝達部材３０が溝と係合して、位置設定部材２１２が搬送装置２０
６に対して回転するときに搬送装置２０６の直線垂直運動をもたらすであろう。変位伝達
部材３０が区分Ａにある場合には、搬送装置の荷重受け部材２０７と荷重担持部材３の荷
重受け部材とは、相対的に可能な最大距離にある第一の位置に位置している。この位置に
おいては、秤量対象物のアクセス用穴は開いており、秤量対象物は搬送装置上に載置する
ことができる。
【００６８】
　位置設定部材２１２が回転されると、変位伝達部材３０は、区分Ａから区分Ｂへと移動
し、これによって搬送装置２０６の（図面に関して）下方向垂直な動きがもたらされる。
搬送装置２０６の荷重受け部材２０７は、荷重担持部材３の荷重受け部材２０４の近くへ
移動するが、荷重担持部材の上方の高さにとどまっている。これと同時に、アクセス穴は
閉塞部材によって閉止される（再度、図４のＢを参照）。位置設定部材２１２が更に移動
することによって、この下方向への垂直動作は続き、２つの荷重受け部材２０４，２０７
は、相互に櫛のように交差し、荷重受け部材２０７が荷重受け部材２０４の下方に配置さ
れる第三の位置に達するまで相対的に移動せしめられる。第二の位置から第三の位置まで
の動きの際に、搬送装置上に載せられている秤量対象物は、荷重担持部材の荷重受け部材
へと移すことができる（再度図４のＣを参照）。位置設定部材２１２の同じ方向又は反対
方向への連続的な動きによって、位置は再び変わることができ、位置変更部材は、第三の
位置から第二の位置を通って第一の位置まで戻ることができる。
【００６９】
　荷重受け部材２０７のみならず荷重受け部材２０４は、相互に隔置された幾つかのフッ
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クを備えており、これらのフック上に秤量対象物を配置することができる。荷重受け部材
２０４，２０７は、荷重受け部材２０４，２０７のうちの一方のフックが他方の荷重受け
部材のフック間の隙間と中心が合わされた整合状態とされる構造とされ、その結果、荷重
担持部材３に対する搬送装置２０６の垂直方向の動きによって、荷重受け部材は相互に櫛
状に交差することができ、秤量対象物を一方の荷重受け部材から他方の荷重受け部材へと
移すことができる。
【００７０】
　図７は、同様に、図６の搬送装置２０６のみならず、当該搬送装置の支持構造３８（こ
の場合には、角度が付けられた形状である）に対する配置及び搬送装置２０６の変位伝達
部材３０をガイドすることができる案内溝３４を備えた直線スライド部材の形態である位
置設定部材３３の代替的な形態をも示している。図７に示された構造においては、搬送装
置２０６の垂直方向の動きは、スライド部材３３の直線水平移動によって駆動される。こ
の構造は、とりわけ、角度付きの秤量室を備えた秤に改造するのに適している。
【００７１】
　位置設定部材の更に別の実施形態はまた、例えば、荷重方向に平行な面内に配向されて
いる偏心器又はカム板を含むことができる。
【００７２】
　図８は、特に図１乃至３に示された秤に類似しているが、秤量室１５に対する代替的な
閉塞部材３１３を備えている電子秤の詳細を断面図で示している。閉塞部材３１３は、直
線摺動運動となるように規制されており且つ秤量室１５のアクセス穴１４の上方を摺動す
ることができる。図示された形態は、閉塞部材３１３が、通風遮蔽部材内へ摺動すること
によって開くが、もちろん、他の開放方向も同様に実現できる。同様に、位置設定部材を
含んでいる駆動機構によって惹き起こされる閉塞部材３１３の摺動動作は、駆動源の動き
として、適当な手段によって引っ張り作用又は押込作用に変換される。
【００７３】
　特に、円板形状の対象物の秤量用に設計された秤量室４１５、荷重受け部材４０４，４
０７及び閉塞部材４１３の更に別の構造が図９及び１０に示されている。図９は、ほぼ円
形の秤量室部品４３６によって包囲されている秤量室４１５を示している。秤量室４１５
は、締結手段３９を中心に回転する自由度を有して通風遮蔽部材（ここでは図示されてい
ない）上に締結されている閉塞部材４１３によって開き且つ／又は閉じることができる。
閉塞部材の開放及び／又は閉塞は、位置設定部材及び当該位置設定部材に結合されている
駆動機構の動きに結合されている。この結合は、例えば、閉塞部材４１３の回転中心に結
合され且つ適当な作動部材を介して駆動源に結合されている回転可能な駆動軸によって実
現することができる。作動部材は、例えば、位置設定部材上の適切なガイド構造と係合す
る歯車とすることができる。
【００７４】
　秤量室４１５の内側には、搬送装置の荷重受け部材４０７及び荷重担持部材４０３の荷
重受け部材４０４が配置されている。荷重受け部材４０７は、少なくとも３つの離隔着座
部材４１だけでなく、少なくとも３つの通過穴４２を備え、荷重受け部材４０４，４０７
の着座部材４０がその中を動くことができる。
【００７５】
　荷重受け部材４０４，４０７は、図１０において三次元表示で示されている。荷重担持
部材４０３には荷重受け部材４０４が結合されており、荷重受け部材４０７は、垂直支持
部材４０８を介して搬送装置に結合されている。荷重受け部材４０４はプロペラ形状の基
部プレート４３を備え、基部プレート４３上には３つの着座部材４０が取り付けられてい
る。荷重受け部材４０７は、荷重受け部材４０４に類似した形状とすることができ且つ荷
重受け部材４０４に対して角度的にずれて配置することができ又はここに示されているよ
うに着座部材４０のための通過穴４２を備え且つ任意に少なくとも３つの着座部材４１を
備えたプレート４４のような構造とすることができる。もちろん、荷重受け部材４０４，
４０７の両方をプレート形状の構造とすることも可能である。着座部材４１は、着座部材
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４０よりも短くして、荷重受け部材４０４，４０７のうちの一方が他方の中を貫通し、秤
量対象物が、荷重担持部材４０３に結合されている荷重受け部材４０４上に降ろされるか
又は持ち上げられるようになされている。秤量対象物は、着座部材４０，４１上のほぼ基
準点形状の接触位置上に支持されている。
【００７６】
　図１１は、通風遮蔽部材１６を備えた電子秤１を分解図で示しており、この通風遮蔽部
材１６には、交換可能な閉塞部材５１３、交換可能な挿入部材５０のみならず交換可能な
第一の荷重受け部材４及び交換可能な第二の荷重受け部材７が備えられている。図１１は
、特に、容易に清掃できるように交換可能である秤１の部品を示している。典型的な電子
秤の構造及び機能のより詳細な説明のためには、図１乃至３の説明が参照されるべきであ
る。
【００７７】
　通風遮蔽部材１６は、荷重用アクセス穴１４を有している秤量室５１５を包囲している
。荷重担持部材３と搬送装置（この図では見ることができない）とは、少なくとも部分的
に、秤量室５１５（同じく図１を参照）内に配置されている。
【００７８】
　この例においては、秤量室５１５は、少なくとも１つのコーナー（この例では４つのコ
ーナー全て）が更に丸い凹部５１を有しているほぼ矩形形状である。
【００７９】
　挿入部材５０は、コーナー５８がほぼ直角である以外は、秤量室５１５の形状及び大き
さに適合するようになされていて、挿入部材５０が秤量室５１５内に設置されたときに、
凹部５１が挿入部材５０によって膨らまないでピンセットのような把持手段又は適当な形
状の自動化されたユニットが挿入又は取り外しのために挿入部材５０の壁上に把持するこ
とができるようになされている意味で秤量室５１５の形状及び大きさに適合している。
【００８０】
　挿入部材５０は更に、２つの通過穴５９（図面においては、１つだけが見ることができ
る）を備えており、挿入部材５０が秤量室５１５内に着座したときに、荷重担持部材３及
び搬送ユニットがこれらの通過穴を介して秤量室５１５内に到達することができる。
【００８１】
　閉塞部材５１３は、秤１のハウジング２に対向している端部に、２つの結合部材５２，
５２’を備えている。結合部材５２，５２’は、閉塞部材５１３の輪郭に対して内方へ尖
っており且つ閉塞部材５１３が２つの結合部材５２，５２’の間に延びている軸が回転軸
を形成している旋回運動を行うことができるような形状とされている。
【００８２】
　少なくとも１つの凹部５３，５３’が、閉塞部材５１３を、秤１、特にハウジング２に
結合する役目を果たしており、図示した実施形態においては相対的に鏡像対象に配置され
ている２つの凹部５３，５３’が表されている。
【００８３】
　２つの凹部５３，５３’の間にはラッチ部材５４が配置されており、当該ラッチ部材は
、凹部５３を部分的に覆って閉塞部材５１３より特別には凹部５３，５３’内の結合部材
５２，５２’を固定する役目を果たしている。ラッチ部材５４は、回転基準５５を中心に
旋回できるように拘束されているほぼ棒の形状を有している。ラッチ部材５４は更に、少
なくとも１つのハンドル５７と載置接点５６とを有しており、載置接点５６は、閉塞位置
（図１２）においては通風遮蔽部材１６の面に当接している。
【００８４】
　ラッチ部材５４及び当該ラッチ部材が少なくとも１つの凹部５３，５３’と共に作動す
る形態が図１２ａ及び１２ｂに示されている。図１２ａは、ラッチ部材５４を開放位置で
示しており、図１２ｂは閉塞位置を示している。開放位置においては、閉塞部材は定位置
に設定するか又は取り除くことができ、一方、ラッチ部材５４は閉塞位置において閉塞部
材を固定するか又は係止する。
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【００８５】
　開放位置においては、ラッチ部材５４の長手軸線は、通風遮蔽部材１６の面６０に対し
てある角度で傾斜しており、載置接点５６は、面６０から離れている。ラッチ部材５４は
、凹部５３，５３’の前方に配置されており、これらの凹部の各々は、２つの凹部６１，
６１’，６２，６２’からなり、これらの凹部の長手軸線は互いに９０°で配向されてい
る。開放位置においては、結合部材５２，５２’（図１参照）は、凹部５３，５３’内に
設定して、凹部６２，６２’が結合部材５２，５２’の自由端に対する担持部材として作
用し、閉塞部材が、その設置状態において２つの結合部材５２，５２’の結合軸線を中心
に旋回できるようにすることができる。
【００８６】
　ラッチ部材５４の開放位置（図１２Ａに示されている）から閉塞位置（図１２Ｂに示さ
れている）への切換は、棒形状のラッチ部材を回転基準５５を中心に回転させることによ
ってなされる。この回転動作は、載置接点５６が面６０に対して当接するようになったと
きに停止される。
【００８７】
　ラッチ部材５４は、手動によって回転させることができ、又はラッチ部材５４のハンド
ル５７と係合するか若しくは機構５４を回転させる適当な把持手段によって自動的に回転
させることができる。
【００８８】
　閉塞位置においては、ラッチ部材５４は凹部６２”を覆っている。凹部６２”は、図１
２のＢにおいては、２つの凹部６１，６１’の間の連続結合の形状を有し、閉塞部材が定
位置に設定された場合には固定される。
【００８９】
　閉塞部材５１３は、図１３において斜視図で示されている。閉塞部材５１３は、秤量室
の荷重用アクセス穴を閉じることができるプレート６３と、ある角度で上方へ曲がってお
り且つその上に結合部材５２，５２’が配置されているコネクタストリップ６４とを含ん
でいる。結合部材５２，５２’は、凹部６２，６２’の直径よりも若干小さい直径を有す
るピン形状に構成されている（図１２参照）。図１３には更に、２つの結合部材５２，５
２’間の結合軸線によって示されている閉塞部材５１３の回転軸線ＡＡ（既に説明した）
が示されている。
【産業上の利用可能性】
【００９０】
　電子秤が一般的な通風遮蔽部材か又は本発明による通風遮蔽部材かを使用するか選択で
きる場合が特に有利である。特に、一般的な通風遮蔽部材と本発明による通風遮蔽部材と
が同じ大きさであり且つ同じ種類の駆動機構で作動できる場合に、この相互に置換可能で
あるという概念が思い浮かぶ。
【００９１】
　秤量室を秤量される特別な対象物に適合させるために適当な通風遮蔽部材を選択できる
だけでなく、搬送装置及び荷重担持部材の荷重受け部材の大きさ及び形状を特別な秤量対
象物に適合させることができることが更に有利である。秤量室に更に別のアクセス穴を設
けること又は荷重用アクセス穴を別の位置例えば横方向に配置することも考えられる。
【００９２】
　図面に示した秤量室に加えて、秤量室、閉塞部材、挿入部材のみならず荷重受け部材を
任意の種類の秤量対象物に適合させることも勿論可能である。秤量室は、例えば、実質的
に、三角形、四角形、多角形、円形及び／又は楕円形に構成することができ、且つ、当該
技術分野において知られている多くの異なる荷重受け部材を含む種々の荷重受け部材を使
用することが可能である。
【００９３】
　これらのタイプの秤量室のための閉塞部材にも同様に、秤に相互に交換可能に結合する
ことができるような結合部材を備えることができる。



(16) JP 2008-96438 A 2008.4.24

10

20

30

40

50

【００９４】
　秤量室に更に別の荷重用アクセス穴を設けること又は荷重用アクセス穴を別の位置例え
ば横方向に配置することも考えられる。
【図面の簡単な説明】
【００９５】
【図１】図１は、断面図で示されている第一の通風遮蔽部材と、開放状態の荷重用アクセ
ス穴と、相対的に第一の位置を占めている搬送装置及び荷重担持部材を備えている電子秤
の部分図である。
【図２】図２は、断面図で示されている第一の通風遮蔽部材と、閉塞状態の荷重用アクセ
ス穴と、相対的に第二の位置を占めている搬送装置及び荷重担持部材を備えている電子秤
の部分図である。
【図３】図３は、断面図で示されている第一の通風遮蔽部材と、閉塞状態の荷重用アクセ
ス穴と、相対的に第三の位置を占めている搬送装置及び荷重担持部材を備えている電子秤
の部分図である。
【図４】図４は、相対的に第一、第二及び第三の位置を占めている荷重担持部材の荷重受
け部材と搬送装置との極めて簡素化された側面図である。
【図５】図５は、断面図で示されている第二の通風遮蔽部材と、開放状態の荷重用アクセ
ス穴と、相対的に第一の位置を占めている搬送装置及び荷重担持部材を備えている電子秤
の部分図である。
【図６】図６は、搬送装置、荷重担持部材並びにホイール及び案内溝を備えた位置設定部
材を備えた駆動機構を有する電子秤の簡素化された分解形態の部分図である。
【図７】図７は、搬送装置、荷重担持部材、案内溝を備えた摺動部材として形成されてい
る位置設定部材及び変位伝達部材を示している。
【図８】図８は、摺動閉塞部材によって閉塞することができる秤量室を含んでいる電子秤
の断面図で示した部分図である。
【図９】図９は、回転可能に束縛された閉塞部材によって閉止することができ且つ着座部
材を備えた荷重受け部材が配置されているほぼ丸い秤量室を上方から見た図である。
【図１０】図１０は、図９の荷重受け部材の簡素化された斜視図である。
【図１１】図１１は、通風遮蔽部材を備えた電子秤の分解図であり、交換可能な閉塞部材
、交換可能な挿入部材のみならず交換可能な荷重受け部材を含んでいる電子秤の分解図で
ある。
【図１２Ａ】図１２Ａは、閉塞部材を電子秤に結合するためのラッチ機構の詳細図であり
、２つの凹部が開放状態にある状態を示している。
【図１２Ｂ】図１２Ｂは、閉塞部材を電子秤に結合するためのラッチ機構の詳細図であり
、１つの凹部が閉塞状態にある状態を示している。
【図１３】図１３は、２つの結合領域を有する閉塞部材の斜視図である。
【符号の説明】
【００９６】
１　秤
２　ハウジング
３，２０３，４０３　荷重担持部材
４，１０４，４０４　第一の荷重担持部材
５，１０５　秤量対象物
６，２０６　搬送装置
７，２０７，４０７　第二の荷重受け部材
８，２０８，４０８　垂直支持部材
９，２０９　水平支持部材
１０，２１０　ロッド
１１　壁部材
１２，２１２　位置設定部材
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１３，１１３，４１３，５１３　閉塞部材
１４　荷重用アクセス穴
１５，１１５，４１５，５１５　秤量室
１６　通風遮蔽部材
１７，１１７　端縁
１８　変位伝達部材
１９　ガイドロッド
２０，２２０　ガイドブロック
２１　滑動手段
２３　床プレート
２４　通路
２５　カバー
２８　壁部材
２９　溝
３０　変位伝達部材
３１　床部材
３２　床プレート
３３　位置設定部材
３４　溝
３５　ガイドスリーブ
３６，４３６　秤量室部材
３７　保持構造
３８　支持構造
３９　締結手段
４０　着座部材
４１　着座部材
４２　通過穴
４３　基部プレート
５０　挿入部材
５１　凹部
５２，５２’　結合部材
５３，５３’　凹部
５４　ラッチ部材
５５　回転の点
５６　載置接点
５７　ハンドル
５８　コーナー
５９　通路穴
６０　表面
６１，６１’　凹部
６２，６２’　凹部
６２”　凹部
６３　プレート
６４　コネクタストリップ
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